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障がい者計画における重点取組（案）データ編 

 

札幌市障がい者計画は、障害者基本法第 11 条第３項に基づく市町村障害者計画であり、札幌市

における障がい者施策の総合的かつ計画的な推進を図るため、基本施策に応じて、施策の柱ごとに

重点取組を規定するものです。 

 

※ 重点取組における区分の考え方は、以下のとおりとします。 

継続 
さっぽろ障がい者プラン 2018 から重点取組に指定されており、同様の事業内容

で重点的に取り組むもの 

拡充 
さっぽろ障がい者プラン 2018から重点取組に指定されており、事業内容を拡大・

充実させて重点的に取り組むもの 

新規 
さっぽろ障がい者プラン 2018では重点取組に指定されておらず、さっぽろ障が

い者プラン 2024において、初めて指定するもの（事業開始時期によりません） 
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基本施策１  差別の解消・権利擁護の推進・虐待の防止 

 

現状認識 
 

社会のあらゆる場面における障がいを理由とする差別の解消を進めるため、様々な主体の取

組との連携を図りつつ、障害者差別解消法の一層の浸透に向けた各種の広報・啓発活動を展開

する必要があります。 
 

2021年には障害者差別解消法が改正され、事業者による障がいのある方への合理的配慮の提

供が法的義務化されました。行政機関等や事業者においては、事務・事業を行うに当たり、障

がいのある方から何らかの配慮を求められた場合、過重な負担がない範囲で、社会的障壁を取

り除くために必要かつ合理的な配慮を行うことが求められます。 
 

合理的配慮の提供にあたっては、障がいのある方と事業者との間の「建設的対話」を通じて

相互理解を深め、ともに対応案を検討していくことが重要です。 
 

障がいのある方が地域で安心して生活を送ることができるよう、成年後見制度の利用支援や

障がいのある方の虐待防止、「障がいのある方の養護者に対する支援等に関する法律（障害者虐

待防止法）」の適切な運用のほか、障がいのある方の権利侵害の防止に関する相談体制の充実等

に取り組むことなど、障がいのある方の権利擁護のための取組を進めていくことが重要です。 
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基本施策１  差別の解消・権利擁護の推進・虐待の防止 

 ● 2022年度札幌市障がい児者実態等調査結果 ●  

 

 

 

 

 

 

 

 

45.1 

53.5 

1.4 

障がい児における差別経験の有無（％）

差別を受けるなどいやな思いをしたことがある

差別を受けるなどいやな思いをしたことがない

無回答

22.9 

74.0 

3.1 

企業における改正障害者差別解消法の認知度（％）

改正障害者差別解消法の内容（合理的配慮の法的義務化）を知っている

改正障害者差別解消法の内容（合理的配慮の法的義務化）を知らない

無回答

企業における合理的配慮の法的義務化の認知は進んでいない 

およそ半数近い障がい児に差別経験がある 
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基本施策２  バリアフリー環境の整備 

 

現状認識 
 

障がいのある方が地域で安全に安心して暮らしていくことができる生活環境の実現を図るた

め、障がい当事者等の意見を踏まえ、アクセシビリティに配慮した施設等の普及促進、障がい

のある方が移動しやすい環境の整備、障がいのある方が安全に安心して生活できる住環境の整

備などユニバーサル施策について総合的に推進する必要があります。 
 

障がいのある方の生活環境の整備にあたっては、札幌市福祉のまちづくり条例により、行政

が市民や事業者等とともに考えながら、障がいのある方を含むすべての市民が安心して、快適

に暮らし、あらゆる社会活動に参加できる福祉のまちづくりを推進していくことが重要です。 
 

2022年に策定した「札幌市バリアフリー基本構想 2022」に基づき、駅を中心とした地区や公

共施設等が集まる 55の重点整備地区を主として、札幌市全域のバリアフリー化を推進する必要

があります。 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



7 

基本施策２  バリアフリー環境の整備 

 ● 2022年度札幌市障がい児者実態等調査結果 ●  

 

 

 

 

 

 

 

 

0.0 5.0 10.0 15.0 20.0 25.0 30.0 35.0 40.0

市役所、区役所等の官公庁施設

区民センター、地区センター、図書館、美術館、劇場等の文化教養施設

体育館、プール等の体育施設

病院、診療所等の医療施設

ホテル、旅館等の宿泊施設

百貨店、デパート

スーパーマーケット

コンビニエンスストア

飲食店

重点的にバリアフリーとしていくことが必要だと思う建物はない

その他

無回答

33.2 

20.9 

4.9 

39.6 

12.1 

9.3 

28.8 

14.7 

15.0 

10.9 

4.9 

17.0 

バリアフリー化が必要な施設（％）

0.0 10.0 20.0 30.0 40.0 50.0 60.0

建物への出入口(段差の解消、幅の確保等)

建物内部の出入口(段差の解消、幅の確保等)

建物内部の通路・廊下(段差の解消、幅の確保等)

階段(手すりの設置等)

エレベーター(車いすで使用しやすいEV、音声案内の設置等)

トイレ(車いす使用者対応トイレの設置、多機能トイレの設置等)

駐車場(車いす使用者対応駐車スペースの設置等)

敷地内の通路(段差の解消、視覚障害者誘導用ブロックの設置等)

カラーユニバーサルデザインによる表示

その他

無回答

57.1 

32.6 

32.1 

28.6 

28.2 

34.3 

12.6 

10.5 

4.9 

2.4 

5.3 

バリアフリー化が必要な設備（％）

設備面では建物の出入口やトイレなどにおけるバリアフリー化が求められている 

官公庁施設や医療施設、スーパーマーケットにおけるバリアフリー化のニーズが高い 
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基本施策３  情報アクセシビリティの向上・意思疎通支援の充実 

 

現状認識 
 

札幌市では、障がいの特性に応じた手段により、情報の取得やコミュニケーションしやすい

環境の整備に向けて、2017年に「札幌市障がい特性に応じたコミュニケーション手段の利用の

促進に関する条例（障がい者コミュニケーション条例）」を施行しており、この条例に基づき、

障がい特性に応じたコミュニケーション手段の利用を促進することで、情報アクセシビリティ

の向上を推進するとともに、意思疎通支援を充実していく必要があります。 
 

さらに 2018年には「札幌市手話言語条例」を施行しました。条例では、手話は音声言語とは

異なる語彙や文法体系を有し、手や指、体の動き、表情などにより表現される言語であると定

めており、こうした認識を普及していくことが重要です。 
 

国では 2022 年、「障害者による情報の取得及び利用並びに意思疎通に係る施策の推進に関す

る法律（障害者情報アクセシビリティ・コミュニケーション施策推進法）」が施行されました。

この法律に基づき、障がいのある方が必要な情報に円滑にアクセスすることができるよう、様々

な取組を通じて情報アクセシビリティの向上を、一層推進させていくことが重要です。 
 

障がいのある方が円滑に意思表示やコミュニケーションを行うことができるよう、意思疎通

支援を担う人材の育成・確保や支援機器の提供のほか、ヒアリングで寄せられた「障害福祉サ

ービスについて、情報に辿り着くことが出来ないことがある。」といった意見に対応するため、

IT機器の活用に配慮した広報手段の拡充等の取組を通じて意思疎通支援の充実を図る必要があ

ります。 
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基本施策３  情報アクセシビリティの向上・意思疎通支援の充実 

 ● 2022年度札幌市障がい児者実態等調査結果 ●  

 

 

 

 

 ※ 2019 年度調査結果…インターネット（スマートフォン、タブレット等）17.0 

 

 

 

0.0 5.0 10.0 15.0 20.0 25.0 30.0

本や新聞、雑誌の記事、テレビやラジオのニュース

行政機関の広報誌

インターネット(パソコン)

インターネット(スマートフォン、タブレット等)

家族や親せき、友人・知人

相談支援事業所などの民間の相談窓口

福祉サービス事業所の人や施設職員

障がい者団体等(家族会、患者会、各団体の機関紙を含む)

かかりつけの医師や看護師

病院のソーシャルワーカーや介護保険のケアマネジャー

民生委員・児童委員

行政機関の相談窓口

その他

無回答

23.6 

25.6 

13.0 

21.5 

18.8 

10.7 

23.1 

3.4 

15.7 

13.1 

1.0 

9.6 

5.2 

8.3 

障害福祉サービス等に関する情報の入手先（％）

0.0 5.0 10.0 15.0 20.0 25.0 30.0

さまざまな媒体(音声、点字、テキストデータなど)での提供

誰もが読みやすい文字などの使用

誰もが見やすい色の使用

問い合わせ先は電話番号だけでなくFAXやメアドも記載

SNSでの情報発信

手話、筆談での対応ができる人材

わかりやすい文言・表現・絵文字(ピクトグラム)の使用

動画などでの資料の作成

必要な情報を分かりやすく説明してくれる人材

特にない

わからない

その他

無回答

18.1 

23.1 

12.6 

13.4 

14.0 

7.6 

21.5 

12.0 

29.6 

11.8 

19.9 

2.1 

9.8 

情報を入手する上で必要とする配慮（％）

障がいのある方における情報の取得を支援する人材の育成が必要 

スマートフォン・タブレット等による情報取得が伸びている 
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基本施策４  障がい等の理解促進 

 

現状認識 
 

誰もが互いにその個性や能力を認め合い、多様性が強みとなる社会の実現という理念にのっ

とり、全ての市民が、障がいの有無によって分け隔てられることなく、相互に人格と個性を尊

重し合えるよう、障がいのある方に対する理解を一層深めていく必要があります。 
 

障がいのある方が日常生活又は社会生活において受ける制限は、心身の機能の障がいのみに

起因するものではなく、社会における様々な障壁と相対することによって生ずるものとする、

いわゆる「社会モデル」の考え方に基づき、障がいに対する理解を一層推進するとともに、特

に学童期から、障がいに対する理解が深まるような取組を進めることが重要です。 
 

ヒアリングにおいて「内部障がいなど外見からは分かりにくい障がいについて、外出先や就

労場所等で理解を得られないケースがある。」との障がい当事者の御意見がありました。障がい

特性や必要な配慮等に関する理解の促進を図るとともに、「心のバリアフリー」への理解を深め

るための取組を継続して進めていく必要があります。 
 

地域住民等のボランティア活動に対する理解を深め、その活動を支援するよう努めるととも

に、市民団体等の社会貢献活動に対する理解と協力を促進することが重要です。 
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基本施策４  障がい等の理解促進 

 ● 2022年度札幌市障がい児者実態等調査結果 ●  

 

 

 

 

 

 

 

 

0.0 5.0 10.0 15.0 20.0 25.0 30.0 35.0

深まっていると思う

まあまあ深まっていると思う

どちらともいえない

あまりそう思わない

まったく思わない

無回答

6.8 

17.5 

33.5 

25.4 

9.7 

7.1 

障がいのある方に対する市民の理解度（％）

13.6 

31.7 48.6 

6.1 

市民の心のバリアフリーの認知度（％）

意味も含めて知っている

詳しい意味は知らなかったが名前は聞いたことがあった

知らなかった

無回答

市民の心のバリアフリーの認知度は進んでいない 

障がいのある方に対する市民の理解度は深まっているとは言えない 
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基本施策５  自立・相談の支援 

 

現状認識 
 

障がいのある方が基本的人権を享有する個人としての尊厳にふさわしい日常生活や社会生活

を営むことができるよう、障害福祉サービスの質の向上や経済的支援等に取り組むことが重要

です。 
 

障がいのある方が自らの決定に基づき、孤独・孤立に至らないよう身近な地域で相談支援を

受けることができる体制を構築するため、様々な障がい種別、年齢、性別、状態等に対応し、

総合的な相談支援を提供する体制を構築することが求められています。 
 

ヒアリングでは「障がい当事者本人だけではなく、家族全体を支援する体制の拡充が求めら

れる。」といった御意見が寄せられました。ケアラー・ヤングケアラーなど障がいのある方の家

族等支援について、相談や障害福祉サービス等に関する情報提供を実施して必要な支援につな

ぐとともに、その負担軽減を図る観点も含め、障がいのある方の家事援助、短期入所等の必要

なサービスの提供体制の確保に取り組む必要があります。 
 

障害福祉サービスの質の向上の観点では、ヒアリングにおける「安心して支援を受けられる

環境が整いにくくなっていると感じる。」といった御意見にあるように、専門的な技術や知識を

有する人材確保と人材育成が求められています。障害福祉サービスに対する魅力発信のほか、

福祉分野で働く市職員の育成、障害福祉サービスを提供する事業者等に対する研修や新たな事

業者指定の仕組みの導入等の取組を行っていく必要があります。 
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基本施策５  自立・相談の支援 

 ● 2022年度札幌市障がい児者実態等調査結果 ●  

 

 

 

 

 

 

 

 

0.0 5.0 10.0 15.0 20.0 25.0 30.0 35.0 40.0 45.0

ホームヘルプサービスや通所サービスが充実すること

外出に関する支援が充実すること

家族が介助できない時などに利用する短期入所施設等が充実すること

重度の障がい者や医療的ケアが必要な人のサービスが充実すること

補装具や日常生活用具など福祉用具が充実すること

年金や手当、経済的な負担軽減

医療やリハビリテーションの充実

住まいの場が充実すること

スポーツ、レクリエーション、文化活動の充実

仕事や作業の場が充実すること

まわりの人が自分の障がいを理解してくれること

障がいに対する偏見をなくし理解が深まるための啓発

生活するのに必要なことを練習できる場所があること

困ったときに相談事を聞いてくれて助言してくれる機関があること

必要な情報を簡単に入手することができること

高齢になっても安心して生活できること

代読代筆サービスの充実

代読代筆サービス以外のコミュニケーションに関する支援の充実

特になし

その他

無回答

11.5 
8.7 

12.9 
5.1 

4.0 
44.4 

9.8 
13.3 

4.5 
12.7 

16.5 
11.9 

4.5 
17.8 

8.5 
40.8 

1.5 
1.5 

8.8 
1.6 

9.4 

希望する生活をするために必要な事項（％）

49.4 

35.3 

13.3 
2.0 

事業所における職員数の充足状況（％）

目標とする職員数を充足できている

目標とする職員数は充足できていないが、業務をこなせる程度の人数は確保できている

職員数が不足し、業務に支障が出ている

職員数が大きく不足し、業務の継続が困難になってきている

およそ半数の事業所が目標とする職員数を充足できていない 

経済的な負担軽減のほか高齢になっても安心して生活できる環境が求められている 
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基本施策６  保健・医療の推進 

 

現状認識 
 

障がいのある方が必要な保健・医療サービスや医学的リハビリテーション等を、いつでも安

心して受けることができるよう、地域における保健・医療提供体制の充実を図るとともに、障

がいの重度化・重複化の予防やその対応に留意することが重要です。 
 

子どもが健やかに育つよう、障がいの原因となる疾病や障がいの早期発見が図られる体制、

きめ細かな相談を受けられる体制の整備が必要です。 
 

精神障がいのある方が地域の一員として安心して自分らしい暮らしをすることができるよう、

精神科医療における救急医療体制の整備を図る必要があります。 
 

2015年に施行された「難病の患者に対する医療等に関する法律（難病法）」に基づき、難病患

者が地域で安心して療養しながら暮らし続けることができるよう、様々な支援ニーズを踏まえ、

医療との連携を基本とした、それぞれの特性に応じたきめ細やかな対応など福祉サービスの充

実を図っていく必要があります。 
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基本施策６  保健・医療の推進 

 ● 2022年度札幌市障がい児者実態等調査結果 ●  

 

 

 

 

 

 

 

 

0.0 10.0 20.0 30.0 40.0 50.0 60.0 70.0

医療的ケアを受けている

服薬管理を受けている

訪問診療を受けている

訪問看護を受けている

定期的に通院している

医療は受けていない

その他

無回答

9.8 

23.0 

4.8 

7.3 

67.4 

13.9 

1.9 

5.3 

現在受けている医療の状況（％）

0.0 5.0 10.0 15.0 20.0 25.0 30.0 35.0 40.0 45.0 50.0

病状が不安だから

薬の管理に自信がないから

退院して環境が変わることに不安があるから

家事（調理、洗濯、買い物等）に手助けが必要だから

生活費の管理に自信がないから

家族など、助けてくれる人がいないから

家族が退院に反対しているから

住む場所が見つからない

生活費が足りないから

困ったときに相談できる場所がないから

その他

無回答

41.8 

22.7 

46.8 

37.6 

26.2 

27.0 

7.8 

24.1 

17.0 

16.3 

13.5 

9.9 

精神科病院入院患者が退院したくない理由（％）

精神科病院入院患者は退院後の環境の変化や病状に不安を感じている 

障がいのある方の多くは定期的に通院している 
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基本施策７  安全・安心の実現 

 

現状認識 
 

障がいのある方が地域において、安全・安心に暮らすことができるよう、地域の団体、事業

者、行政等の連携の下、様々な防災対策を講じて、災害等に強い地域づくりを推進していくこ

とが重要です。 
 

災害対策基本法の改正（2021年）により、避難行動要支援者名簿の掲載者について、個別避

難計画の作成が市町村の努力義務となりました。災害発生時における障がい特性に配慮した適

切な情報保障や福祉避難スペースを含む避難所や要配慮者二次避難所（福祉避難所）の確保に

向けた取組を推進するとともに、避難行動要支援者名簿等を活用した障がいのある方に対する

避難支援体制を整備していくことが求められています。また、避難所において障がいのある方

が障がい特性に応じた支援と合理的配慮を得ることができるようにすることが必要です。 
 

障がいのある方が冬期間も安心して生活できるよう、除排雪などの取組を推進することが求

められています。 
 

地域の見守りや支え合いなどを通じて、障がいのある方を犯罪被害や消費者被害から守り、

防犯対策や消費者トラブルの防止に向けた取組を推進するとともに、障がいのある方の孤独・

孤立を防ぐ取組が求められています。 
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基本施策７  安全・安心の実現 

 ● 2022年度札幌市障がい児者実態等調査結果 ●  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

0.0 5.0 10.0 15.0 20.0 25.0 30.0 35.0 40.0

災害発生時に手助けしてくれる人がいない

災害発生時にどのような行動をしてよいのか分からない

災害の情報や避難場所がどこにあるかなどの情報を十分に得られない

避難経路・避難場所がバリアフリーになっていない

避難場所で必要な支援を受けられるか不安

特に不安は感じていない

その他

無回答

12.1 

27.5 

15.5 

6.4 

39.1 

32.5 

5.4 

8.4 

防災における不安（％）

0.0 5.0 10.0 15.0 20.0 25.0 30.0 35.0 40.0 45.0 50.0

一般避難場所で、福祉避難スペースを確保してほしい

一般避難場所で、十分な飲用水や食料などを確保してほしい

一般避難場所に、福祉の相談員を配置してほしい

一般避難場所で、障がいの特性や程度に配慮した対応をしてほしい

一般避難場所の経路やトイレを障がい者に配慮したものにしてほしい

福祉避難所を増やしてほしい

望んでいることはない

その他

無回答

26.9 

49.2 

24.2 

36.7 

25.7 

20.8 

15.0 

3.1 

8.3 

避難場所への要望（％）

避難場所では障がいの特性や程度に配慮した対応が求められている 

避難場所で必要な支援を受けられるか不安に感じている方が最も多い 
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基本施策８  療育・教育の充実 

 

現状認識 
 

医療的ケアを必要とする子どもや重度・重複障がいのある子どもを含む障がいのある子ども

が、幼稚園、保育所、児童会館などにおいて、必要な支援を受けながら障がいのない子どもと

ともに過ごせるような体制づくりに努める必要があります。 
 

2021年には、「医療的ケア児及びその家族に対する支援に関する法律（医療的ケア児支援法）」

が施行され、医療的ケア児及びその家族に対する支援施策を実施することが地方公共団体の責

務とされました。こうした支援を必要とする子どもや子育てに不安を抱える家族の心情に寄り

添いつつ、多様化するニーズを踏まえ、関係機関が連携の上、個々の子どもの状態やライフス

テージに応じた切れ目ない支援に取り組む必要があります。 
 

障がいのある子どもが学校において合理的配慮の提供を受けながら、適切な指導や必要な支

援を受けられるようにすることが大切です。また、住み慣れた地域でも一人一人のニーズに応

じた適切な支援が受けられ、孤立することなく、社会の一員として、包み支え合う環境づくり

を進める必要があります。 
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基本施策８  療育・教育の充実 

 ● 2022年度札幌市障がい児者実態等調査結果 ●  

 

 

 

 

 

 

 

 

0.0 5.0 10.0 15.0 20.0 25.0 30.0 35.0 40.0 45.0 50.0

義務教育前の通園施設の整備

義務教育前の入所施設の整備

通常の学級、保育所、幼稚園への受け入れ体制の充実

通園、通学時の介助支援

障がいに応じた教育内容の充実

特別支援学校の整備

特別支援学級の整備

義務教育中の入所施設の整備

放課後対策の充実

義務教育終了後の通所施設の整備

義務教育終了後の入所施設の整備

義務教育終了後の進路(就職先など)の確保

さまざまな相談を受けられる体制の整備

その他

無回答

14.8 

3.1 

38.7 

20.9 

47.1 

13.6 

22.3 

3.1 

17.0 

18.7 

12.8 

38.7 

23.1 

5.6 

3.3 

今後の教育や療育において注力すべき事項（％）

0.0 5.0 10.0 15.0 20.0 25.0 30.0 35.0 40.0 45.0

ホームヘルプサービスや通所サービスが充実すること
外出に関する支援が充実すること

家族が介助できない時などに利用する短期入所施設等が充実すること
重度の障がい者や医療的ケアが必要な人のサービスが充実すること

補装具や日常生活用具など福祉用具が充実すること
年金や手当、経済的な負担軽減

医療やリハビリテーションの充実
住まいの場が充実すること

スポーツ、レクリエーション、文化活動の充実
仕事や作業の場が充実すること

まわりの人が自分の障がいを理解してくれること
障がいに対する偏見をなくし理解が深まるための啓発
生活するのに必要なことを練習できる場所があること

困ったときに相談事を聞いてくれて助言してくれる機関があること
必要な情報を簡単に入手することができること

高齢になっても安心して生活できること
代読代筆サービスの充実

代読代筆サービス以外のコミュニケーションに関する支援の充実
居宅介護の支給量の増加

特になし
その他
無回答

21.4 
15.3 

17.8 
13.4 
13.1 

42.3 
13.9 

9.5 
7.2 

20.9 
24.0 

20.9 
10.9 

13.1 
13.9 

24.0 
1.7 
1.4 
2.5 
2.5 
2.2 
3.1 

障がい児や家族が希望する生活をするために必要な事項（％）

希望する生活をする上で経済的な負担軽減が求められている 

障がいに応じた教育内容と併せて通常学級などの受け入れ体制の充実が求められている 
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基本施策９  雇用・就労の促進 

 

現状認識 
 

障がいがある方が地域で質の高い自立した生活を営むためには就労が重要であるとの考え方

の下、働く意欲のある方がその適性に応じて能力を十分に発揮することができるよう、多様な

就業の機会を確保する必要があります。 
 

障がい者雇用の促進に向けては、国の障がい者雇用施策を中心に、関係機関が連携して取り

組む必要があり、障がいのある方が当たり前に働けるよう、企業等に対する障がい者雇用に関

する情報提供の充実や理解の促進など、雇用の場の確保に向けた取組が求められています。 
 

就労支援事業所などの福祉的就労の場の充実や、工賃水準の向上が求められています。また、

一般就労をした障がいのある方の職場定着に向けて、就業面や生活面からの一体的な支援を行

うとともに、地域の就労支援機関と連携をしながら、継続的な職場定着支援を行うことが必要

です。 
 

「国等による障害者就労施設等からの物品等の調達の推進等に関する法律（障害者優先調達

推進法）」に基づき、地方公共団体は、障がい者就労施設等で就労する障がいのある方の自立の

促進に資するため、障がい者支援施設等の受注機会の増大を図るための取組を推進することが

求められています。 
 

 

 



21 

基本施策９  雇用・就労の促進 

 ● 2022年度札幌市障がい児者実態等調査結果 ●  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

0.0 5.0 10.0 15.0 20.0 25.0 30.0 35.0 40.0

自分に合った仕事や働く場を見つけてくれるところがある

就職や仕事に関する情報を教えてくれるところがある

給料が安定している

勤務時間や日数を選ぶことができる

休暇がとりやすい

在宅勤務ができる

仕事がしやすいように支援する専門員がいる

上司や同僚が支援してくれる

企業が通勤・通所の交通手段を確保してくれる

職場で、必要な介助・支援が受けられる

障がい者を雇用する企業に行政が助成をする

その他

無回答

24.6 

13.5 

13.4 

24.4 

19.0 

16.3 

12.9 

10.4 

12.4 

16.3 

15.3 

11.1 

35.9 

仕事を始めるために必要な事項（％）

0.0 5.0 10.0 15.0 20.0 25.0 30.0 35.0 40.0

職場が遠い

通勤のための交通機関の利用が大変である

仕事の悩みを相談する場所がない

仕事の量が多い・勤務時間が長い

仕事の内容が難しい

自分に向いた仕事ではない

給料が少ない

他の人よりも作業ができなくて肩身が狭い

職場で必要な介助・支援が得られない

通院や体調不良時の休暇をとりづらい

賃金や評価の面で不利な扱いを受けている

職場の人間関係がうまくいかない

職場の障がいに対する理解が足りない

温度や照明、空気など職場の環境が悪い

困っていることはない

その他

無回答

11.9 
11.7 

8.1 
11.9 

3.8 
4.3 

25.8 
8.3 

1.1 
8.1 

4.1 
9.8 
10.7 

4.5 
35.4 

7.5 
3.6 

仕事を続ける上での困りごと（％）

仕事を続けていく上では給与や勤務時間など待遇面での向上が求められている 

まずは自分に合った仕事や働く場を探すことの支援が必要とされている 
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基本施策 10  文化芸術・スポーツの振興 

 

現状認識 
 

障がいのある方が、自らの意思と選択によって、ライフステージに応じ、それぞれの興味・

関心、生活領域に応じ、様々な活動や学習を続けていくことが重要です。 
 

「障害者による文化芸術活動の推進に関する法律（障害者文化芸術推進法）」の施行（2018年）

を契機として、全ての障がいのある方の芸術及び文化活動への参加を通じて、その生活と社会

を豊かにしていくことが求められています。また、「視覚障害者等の読書環境の整備の推進に関

する法律（読書バリアフリー法）」の施行（2019年）により、障がいの有無にかかわらず全ての

国民が等しく読書を通じて文字・活字文化の恵沢を享受することができる社会の実現が求めら

れています。 
 

障がい者スポーツについては、札幌市でも一部の競技が実施された 2020東京オリンピック・

パラリンピック競技大会における心のバリアフリーの普及拡大などのレガシーを継承するとと

もに、冬季オリンピック・パラリンピック競技大会の招致を表明している札幌市においても、

この機を捉え、障がいの有無にかかわらず、誰もが障がい者スポーツに親しめる機会をつくる

必要があります。 
 

障がいのある方が文化芸術活動やスポーツ等を行う際には、必要となる配慮や支援が提供さ

れる環境の整備が求められます。また、活動を通じて、障がいのある方と障がいのない方が交

流し、障がいのある方に対する理解を深めることが重要です。 
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基本施策 10  文化芸術・スポーツの振興 

 ● 2022年度札幌市障がい児者実態等調査結果 ●  

 

 

 

 

 

 

 

 

0.0 5.0 10.0 15.0 20.0 25.0 30.0 35.0 40.0 45.0 50.0

文化芸術施設のバリアフリー情報を周知する

文化芸術施設のバリアフリー化を進める

作品等を発表する機会を増やす

芸術価値が高い作品等を適正に評価する

著作権等権利保護の推進

作品等の創作・発表を支援する

芸術上価値が高い作品等の販売に係る支援

文化芸術活動を通じた交流の機会を増やす

文化芸術に関する相談体制を整える

文化芸術活動を支援してくれる人材の育成(通訳、送迎、サポーター)

わからない

その他

無回答

9.9 

13.0 

13.0 

4.6 

3.9 

10.6 

3.4 

9.3 

4.4 

14.2 

48.0 

3.1 

12.8 

文化芸術活動の推進に必要な事項（％）

0.0 5.0 10.0 15.0 20.0 25.0 30.0 35.0 40.0

点字図書等の読書のバリアフリー情報を周知する

点字図書等の読書のバリアフリー化を進める

読書に興味を持てる機会を増やす

その人にあった本を選んでくれる人を育成する

本を代読してくれる人を育成する

読書を補助するための、拡大読書機や音声読み上げ機器を増やす

図書館等に個室を用意する

本の配達をする

電子図書を充実する

書店や図書館をバリアフリー化する

わからない

その他

無回答

6.3 

8.3 

22.7 

9.0 

6.5 

9.9 

9.9 

13.5 

10.5 

9.1 

36.4 

3.5 

13.0 

読書の推進に必要な事項（％）

読書に興味を持てる機会づくりが必要 

文化芸術施設のバリアフリー化や創作・発表等の支援が求められている 


